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トップニュース  

●農牧業バリューチェーンマスタープラン PJ の R/D署名式の開催 

 

9 月 26 日、「農牧業バリューチェーン強化のためのマスタープラン策定

プロジェクト」（以下、PJ）の署名式が開催されました。6600 万頭も

の家畜や広大な農地面積を生かした農牧業の振興を図るうえでは、生産、

流通、加工、販売といった各プロセスの改善、付加価値の向上を目指すバ

リューチェーンの強化が不可欠です。そのため、来年 1 月から 3 年間実

施予定の本 PJ では、マスタープランの作成に加え、20 件程度のパイロ

ット活動を実施し、得られた教訓をマスタープランに反映する予定です。 

なお、PJ 開始に先立ち、10 月 22 日に「皮革産業振興セミナー」をモン

ゴル日本人材開発センターで実施する予定です。 

 

プロジェクトの動き 

●モンゴルマクロ経済計画能力向上プロジェクト（PJ）の R/Dが署名されました 

 

9月4日に、「モンゴルマクロ経済計画能力向上プロジェクト」のR/D

に JICA と大蔵省が署名しました。本技術協力プロジェクトは今年度末

から 3 年間実施され、大蔵省マクロ経済課がマクロ経済の推定予測を分

析するためのモデル改良・定着を図ります。あわせて、定期的なマクロ

経済報告、政策決定者に対する政策提言案の作成等に関する能力強化を

通じて、マクロ経済計画能力が強化されることを目的としています。 

※写真は 2019 年 6 月の詳細計画策定調査の M/M署名時の写真 

●工学系高等教育支援事業「建築材料実験・研究認定研究所」の開所式 

 

9 月 6 日、モンゴル国立科学技術大学土木工学部の「建築材料実験・

研究認定研究所」の開所式が行われ、JICAモンゴル事務所田村えり子

所長が参加しました。 

工学系高等教育支援事業を通じて支援しているモンゴル国立科学技術大

学の共同研究 10 チームのうち、同大学土木工学部と日本の東北大学の

共同研究チーム（研究テーマ：より環境に優しい未来のための建設産業

におけるモンゴルのフライアッシュの利用）の研究用機材（金額：

872,950USD）がラボに設置されました。 

万能試験機や圧縮試験機をはじめとする 13 種類の新たな機材の設置・

活用により、研究とあわせて産学連携の更なる促進が期待されていま

す。 

●GHG インベントリの継続的な改善サイクル構築にかかる能力向上 PJ の第 2 回 JCC を開催 

 

9月19日、技術協力「国家温室効果ガス（GHG）インベントリの継続

的な改善サイクル構築にかかる能力向上 PJ」の第 2 回 JCC が開催さ

れました。自然環境・観光省や環境気候基金などの関係者が出席し、

PJ 開始から 2 年弱経った現在までの進捗状況が共有されました。イン

ベントリ改善マニュアルの完成や、草地バイオマス・土壌調査の実施な

ど、着実に成果が出ていることが報告された一方、インベントリの改善

には他省庁からの関連データ提供が不可欠であるため、省庁を越えた連

携体制を強化する必要性が改めて確認されました。 



●モンゴル地域医療に貢献する総合診療研修 第一期が修了 

 

「一次及び二次レベル医療施設従事者のための卒後研修強化 PJ」を通

じて支援している総合診療研修第一期の修了式が 9 月 13 日にウランバ

ートルで行われました。モンゴルで初めて実施された本研修を通じ、研

修医の方々は 1 年間に渡り内科、小児科、産婦人科、救急科などをロー

テーションし、地域で役立つ診療能力を身に着けました。結果として、

オルホン県、ウランバートル市チンゲルテイ地区の両モデルサイト計

19 名の研修医全員が修了認定を受けることが出来ました。今後、モン

ゴルの地域医療に貢献する人材となっていくことが期待されています。 

 

ボランティア事業の動き 

●ボランティア活動紹介 （障害児に関するリハビリセミナーを開催されました！） 

 

9 月 5 日および 6 日の 2 日間、ウブルハンガイ県アルワイヘール市にお

いて、障害児に関するリハビリセミナーが開催されました。主催は障害

児・者支援の隊員（2017-2笹井由菜隊員）の配属先である県庁社会政策

課で、他の地域で活動する理学療法士および作業療法士の隊員 2 名

（2017-2 吉野未希子隊員及び 2018-2 奥田美咲隊員）も講師として参

加しました。障害児の食事動作時の体位調整や食器の工夫、自宅で行うリ

ハビリについてなど、ウブルハンガイ県内の医師や看護師、障害児関連職

員を対象とした実践的な内容の講義は好評で、今後現場で実践されること

が期待されています。 
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